
サステナブルファイナンスに係る金融庁の取組み

令和６年３月



国内企業等によるグリーンボンドの発⾏実績

 気候変動や格差、人口減少等の社会的課題への対応が急務となる中で、こうした社会的課題の解決に資する資⾦やアドバイス
を提供する⾦融（サステナブルファイナンス）の重要性が高まっている。

 特に脱炭素については、世界全体で設備投資や技術開発に官⺠合わせて巨額の資⾦が必要 (※)とされており、企業の取組みを
⽀える⺠間⾦融の機能発揮が欠かせない。

（※）国際エネルギー機関(ＩＥＡ)は、２０５０年脱炭素の実現には、世界全体で、現在年間１兆ドルの投資を２０３０年までに４兆ドルに増やすことが必要と
試算している。

 わが国でも、２０５０年カーボンニュートラルの実現に向け、経済社会の脱炭素が加速する中で、日本企業の取組みや強みが適
切に評価され、内外の投資資⾦が円滑に供給されるための環境整備が重要。

グリーンボンド︓太陽光や⾵⼒発電など、「グリーン」とされるプロジェクトへの資⾦を調達するために発⾏される債券
(出所) 世界のESG投資額の統計を集計している国際団体であるGSIAの報告書より作成
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0.5兆ドル
（57兆円）

1.3倍

[2016年]

22.8兆ドル

30.3兆ドル

[2022年]

世界 日本

8.6倍

4.3兆ドル
（493兆円）
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サステナブルファイナンスの現状

(出所) グリーンファイナンスポータル（環境省）（2023年11月６日現在）



• 国際的な議論等の進展を踏まえ、シナリオ分析の手法・枠組みを継続的に改善

• ネットゼロを目指す金融機関向けの提言（ガイド）を策定（2023年６月）。トランジション

推進のエンゲージメントを強化、サプライチェーンＣＯ２排出量の見える化を推進

• アジアＧＸコンソーシアム（仮称）を通じアジアでの脱炭素を推進

（３）金融機関の投融資先支援とリスク管理

• ISSBのサステナビリティ開示基準等の国際的議論に積極的に参画し、官民

連携してわが国の意見を集約・発信

• サステナビリティ情報の記載欄を2023年３月期決算より新設。更に、SSBJで

策定が予定されている開示基準の法定開示への取り込みを検討。併せて、

サステナビリティ情報に関する開示の好事例の収集・公表や保証のあり方を

検討

（１）企業開示の充実

• 排出量等の企業データの策定を支援し、プラットフォーム等を通じた企業データの集約・提供を推進。

併せて、専門的な気候変動関連の気象データ等の利活用推進に向け環境を整備

• アセットオーナー・アセットマネージャーのESG投資等の知見共有・対話と有効性を向上

• 監督指針を改正しESG投信の検証項目を明確化（2023年３月）、個人が投資し易いESG投信を拡充

• ESG評価機関の行動規範を最終化（2022年12月）、2023年６月末時点の賛同状況を取りまとめ

• カーボンクレジットの取引拡大に向けた市場整備・クレジット創出支援を推進

（２）市場機能の発揮

 金融庁「サステナブルファイナンス有識者会議」では、新たな産業・社会構造への転換を促し、持続可能な社会を実現するための金融

（サステナブルファイナンス）の推進を図る施策につき継続的に議論を進めている。2023年６月には、直近１年間の施策の状況と今後

の課題・施策を以下のとおり「有識者会議報告書」として取りまとめ、公表

有識者会議として、今後も随時、サステナブルファイナンスの施策の全体像・進捗状況等をフォローアップ・取りまとめ、発信 3

サステナブルファイナンス有識者会議 第三次報告書

金融機関

「トランジション」
のための

金融産業の協働地域関係機関
との面的協働

社会的事業 企業

インパクト

脱炭素等への設備投資など資金の提供・対話

投融資先
支援
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トランジション
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自然資本

アセットオーナー

投資家

地域企業

テック等

自治体

• 基本的指針案の公表（2023年６月）、コンソーシアムを通じた知見の共有など、インパクト投資

を推進

• 地域における気候変動対応を推進（協議会の設置支援、データ整備等）

• 自然資本（生物多様性）について議論

• 業界団体・大学・民間事業者等との連携強化を通じ人材育成を推進

（４）その他の横断的課題



１．気候変動対応について



 「新しい資本主義のグランドデザイン及び実⾏計画」(2022年6月)では、国際公約の達成と、わが国の産業競
争⼒強化・経済成⻑の同時実現に向け、今後10年間に官⺠協調で150兆円規模のグリーン・トランス
フォーメーション（GX）投資を実現することとしている。

 2023年２月には、「GX実現に向けた基本方針」を閣議決定し、「GX実⾏会議」における議論を踏まえ、今後
10 年を⾒据えた取組みの⽅針を取りまとめ。2023年５月には関連法案が国会で成⽴し、同年７月には「脱
炭素成⻑型経済構造移⾏推進戦略」（GX推進戦略）が閣議決定された。

GX（グリーン・トランスフォーメーション）の推進
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150兆円超の官⺠GX投資実現等に向けた主な施策

GX経済移⾏債を活⽤した⼤胆な先⾏投資⽀援
成⻑志向型カーボンプライシング(CP)による

GX投資インセンティブ

新たな⾦融⼿法の活⽤
国際展開・公正な移⾏・中⼩企業等のGX

 GX経済移⾏債を創設し(国際標準に準拠した
新たな形での発⾏も⽬指す)、今後10年間に
20兆円規模の大胆な先⾏投資⽀援を実施

産業競争⼒強化・経済成⻑と排出削減の両⽴
に貢献する分野等を対象とし、規制・制度措
置と一体的に実施

炭素排出に値付けし、GX関連製品・事業の付
加価値を向上させる。例えば、

- 「排出量取引制度」の本格稼働(2026年度〜)
- 発電事業者にEU等と同等の「有償オークショ
ン」を段階的に導入(2033年度〜)

- 化⽯燃料輸入事業者等に「炭素に対する賦課
⾦」制度の導入(2028年度〜)

アジア・ゼロエミッション共同体構想を実
現し、アジアのGXを後押し

円滑な労働移動を推進
脱炭素製品等の需要を喚起
中小企業を含むサプライチェーン全体の取
組を推進

「GX推進機構」がGX技術の社会実装段階に
おけるリスク補完策（債務保証等）を実施

トランジション・ファイナンスへの国際的な
理解醸成へ向けた取組の強化

気候変動情報開示も含めた、サステナブル
ファイナンス推進のための環境整備

150兆円の投資
（10年間）

GX
グリーントランス
フォーメーション



GX 実現に向けた基本方針（10年ロードマップ）
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第５回 GX実⾏会議
「GX実現に向けた

基本⽅針（案）参考資料」



77

第10回 GX実⾏会議
「分野別投資戦略（案）」「投資促進策」の具体化に向けた方針
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「GX推進戦略」における投資促進策の具体化に向けた方針
第７回 GX実⾏会議

「我が国のグリーントランス
フォーメーション実現に向けて」



第10回 GX実⾏会議
「分野別投資戦略（案）」
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分野別投資戦略の概要 【製造業関連】



【参考】 GX経済移⾏債による投資促進策（案）
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第10回 GX実⾏会議
「分野別投資戦略（案）」



 金融庁の検査・監督基本方針（2018年6月29日公表）を踏まえ、分野別の考え方と進め方として、金融機関の気候
変動への対応についての金融庁の基本的な考え方（ガイダンス）を整理し、2022年７月12日に公表。

 本ガイダンスでは、顧客企業の気候変動対応の支援や気候関連リスクの管理に関する金融庁と金融機関との対
話の着眼点や金融機関による顧客企業の気候変動対応の支援の進め方などを示している。

 各金融機関におけるよりよい実務の構築に向けた金融庁と金融機関の対話の材料であり、金融機関に対し一律
の対応を義務付ける性質のものではない。

気候変動に関連する様々な環境変化に企業が直面する中、金融
機関において、顧客企業の気候変動対応を支援することで、変
化に強靭な事業基盤を構築し、自身の持続可能な経営につなげ
ることが重要。

 気候変動対応に係る戦略の策定・ガバナンスの構築

 気候変動が顧客企業や自らの経営にもたらす機会及びリス
クのフォワードルッキングな認識・評価

 トランジションを含む顧客企業の気候変動対応の支援

 気候変動に関連するリスクへの対応

 開示等を通じたステークホルダーへの情報の提供 等

気候変動対応に係る考え方・対話の着眼点 金融機関による顧客企業の支援の進め方・参考事例

基本的な考え方

金融機関の態勢整備

成長資金等の提供

コンサルティングやソリューションの提供

面的企業支援・関係者間の連携強化

 中核メーカーの対応も踏まえた、地域の関連サプライヤー
企業群全体での戦略検討等の面的支援

 自治体や研究機関等との連携による地域全体での脱炭
素化や資源活用の支援

 顧客企業のニーズに応じた、脱炭素化等の取組みを促す
資金の提供（トランジション・ローン、グリーンローンなど）

 気候変動に対応する新たな技術や産業育成につながる成
長資金のファンド等を通じた供給

 顧客企業の温室効果ガス排出量の「見える化」の支援

 エネルギーの効率化技術を有する顧客企業の紹介（顧客
間のマッチング）

金融機関においては、気候変動に関する知見を高め、気候変
動がもたらす技術や産業、自然環境の変化等が顧客企業へ与え
る影響を把握し、顧客企業の状況やニーズを踏まえ、例えば以下
のような観点で支援を行うことが考えられる。

（例）

（例）

（例）
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⾦融機関における気候変動への対応についての基本的な考え方



 ガイダンスでは、⾦融機関の参考となるよう顧客企業の気候変動対応⽀援の具体的な進め方を盛り込んでいる。

 気候変動に対応する新たな技術や産業育成につ
ながる成長資金のファンド等を通じた供給 等

 脱炭素化等の事業変革に向けた取組みを促す資
金の提供（グリーンローン、トランジション・ローン等
も活用）、実行後のモニタリング等による伴走支援

 顧客企業が脱炭素化に取り組む第一歩としての
「温室効果ガス排出量」の「見える化」の支援や、
これを通じた削減策の実行支援

 顧客企業の持つ技術を新たな製品やサービスの
創出に結び付けるための顧客間のマッチング 等

アドバイスの提供 成長資金の提供

 他の金融機関や地元自治体、研究機関と連携し、
地域事業者の事業展開等を面的に支援

 地域の中核メーカーの対応も踏まえて、関連サプ
ライヤー企業に戦略検討、技術開発等を支援

産学官金の連携

金融機関顧客企業

自治体等

産学官金の連携

アドバイスの提供

成長資金の提供

地域企業等

自身の知見の蓄積

 金融機関として、技術開発や製品化等の経験を有
する専門家の採用等を通じて産業知見を高め、投
融資や支援に活用 等

 地域の産業構造と影響度を分析し、優先して支援
を行う業種等を特定、人材面を含む支援策に活用

大学等
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顧客企業の気候変動対応⽀援の具体的な進め方



企業特性に応じた中小企業に対する脱炭素⽀援のあり方

業種や企業特性の例
考えられる対策と時期（イメージ）

現在 短期 ⻑期

排出削減へ
の緊急性・

必要性

13
※実際には、各業種・企業の実態により、対応は様々考え得る。

低 排出量が相対的に低い業種
と取引する中小企業

中

高

完成品市場で、排出量による顧客
選別が特に進んでいる業種・企業
や国際的な取組みが特に進んでい
る業種
と取引する中小企業

⾃治体を含む、地域全体における脱炭素・異業種での連携
気象災害リスクの把握およびリスク低減策の実施
脱炭素に係る補助⾦・利⼦補給の活用

全体

開⽰等を機に移⾏計画の策定・
取引先を含む排出量削減を目指
す企業
と取引する中小企業

中期

CO2計測
業種分析

省エネ設備に係る
資⾦調達

エネルギー転換
のための資⾦調達

削減計画
の策定

カーボンクレジット
の調達

機械の動⼒源、運搬設備における
省エネ化等に係る資⾦調達

まずは、CO2の計測や、利用エネルギー・
脱炭素の⽅策等の業種分析

燃焼設備のエネルギー転換や
⾃家発電の導⼊等に係る資⾦調達

状況を⾒つつ順次対応

省エネ、ZEB・ZEH等⼊居不動産の脱炭素化
に係る資⾦調達

啓発セミナーへの参加
まずは、利用エネルギー・脱炭素の⽅策等の
業種分析

脱
炭
素
の
競
争
力
と
な
る
新
た
な
事
業
や
企
業
の
創
出

低炭素原料の導⼊・同業他
社と機械等の共同開発
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第10回 GX実⾏会議
「我が国のグリーントランス

フォーメーション実現に向けて」サプライチェーン全体での排出削減の取組
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第10回 GX実⾏会議
「我が国のグリーントランス

フォーメーション実現に向けて」中堅・中小企業によるGXに向けた課題
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第10回 GX実⾏会議
「我が国のグリーントランス

フォーメーション実現に向けて」中堅・中小企業のGXに向けた相談受付体制・⽀援メニューの強化
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第10回 GX実⾏会議
「我が国のグリーントランス

フォーメーション実現に向けて」【参考】 省エネ補助⾦を活⽤した中小企業のエネルギーコスト低減事例
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【参考】 中小企業が活⽤できるカーボンニュートラル⽀援策 経済産業省・環境省「中小企業
等のカーボンニュートラル支援策」



２．インパクト投資等の地域における事業創造支援について



 気候変動、少⼦高齢化、災害対応等の社会・環境課題の重要性が増す中で、新たな産業・社会構造への転換を促し、
持続可能な社会を実現するための⾦融（サステナブルファイナンス）の重要性が高まっている。

 社会・環境課題への対応は、従来、事業の成⻑性・収益性と「トレードオフ」の関係にある（社会・環境的効果をもたらす
事業は収益性が低い）と理解されることが多かったが、近年、両者は相互に補完・強化し、両⽴する好循環を創出し得る
との理解に⽴って、課題解決と事業成⻑に資する技術・事業の⾰新に取り組む企業が⾒られる。

 地域を含む経済・社会基盤の強化の観点からは、中⻑期的な視座でこうした企業のビジネスモデルや事業性を⾒出し、
業種、規模・成⻑段階、⽬指す収益⽔準、地域特性等を踏まえた多様な⽀援等が図られることが重要。

インパクト投資について
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企業評価額が
10 億米ドル超で
ある創業 10 年
以内の未上場企
業等

（課題解決と事業成⻑を図る技術・事業の⾰新等に取り組む企業の類型の例）

ユニコーン ゼブラ 伝統企業第二創業

持続可能な成⻑
と社会・環境面で
の持続性の両⽴
を図る地域創業
企業等

事業承継を契機に、
新事業・新分野へ
の進出を図る企業
等

新たなマーケット
獲得等に繋がる
様々な事業⾰新
を図る既存・伝統
企業等



「PRI in Person」2023 岸⽥総理基調講演（抜粋）（10月３日）

 社会課題は同時に潜在⼒になりうるものです。正に日本で昔から言うように、「災い転じて福となす」です。高齢化は、世界の他
の多くの国も、既に、あるいは今後直面する課題です。⾃然災害への対応は、気候変動の影響が顕在化する中で、世界に緊急
性が高まっています。課題先進国としての日本の経験と成果を世界の課題解決のために積極的に提供、貢献していきます。

 鍵となるのは、科学技術を持つ企業の⼒です。東京⼤学で、電⼦情報学を学んだ若い日本の研究者が⽴ち上げた、スタートアッ
プが伝統的な印刷技術を電⼦回路基板に応用し、⾦属材料を７割削減し、ＣＯ２排出量を４分の１、必要な⽔の量、⽔量
を５パーセントにする製品を開発しました。

 こうした新たな技術は、社会課題の解決に不可⽋であり、⼀たび実装されれば、同じ課題に悩む世界の⼈々の役に⽴ち、⼤き
な市場を開く可能性があります。（中略）

 スタートアップは、社会課題を成⻑の源に転換する起爆剤となるものです。日本の技術⼒を⽀える、今では代表的な製造企業も、
戦後直後は、20 代、30 代の若者が創業したスタートアップでした。世界的な課題解決にチャレンジし、世界と日本の成⻑を
リードするスタートアップを育てるよう、昨年をスタートアップ創出元年として５か年計画を策定しました。投資額を５年で10倍の10
兆円に拡⼤していきます。

 投資推進の１つの鍵が「インパクト投資」です。課題解決への「インパクト」に着⽬し、この実現に必要な技術とビジネスモデル
の⾰新を促す投資であり、投資家のコミットメントが⽋かせません。インパクト投資に関する「基本的指針」を策定し、官⺠協働
のコンソーシアムを本年中に設⽴するなど、社会変⾰につながる資⾦調達のけん引役を果たしていきます。

 実際に、脱炭素、⽔資源、ヘルスケアなど、様々な分野で有望なインパクトスタートアップが生まれています。政府として投資環
境を整備し、この動きを更に支援し、グローバルなステークホルダーとともにインパクト投資を有⼒な⼿法・市場として発展させたいと
考えています。本年設⽴するインパクトコンソーシアムは世界に開かれたものであり、皆様の積極的な参画を是⾮お願いしたいと考
えております。

 投資を通じて社会課題に取り組むことは、変⾰に取り組む企業の背中を押し、経済社会の成⻑、持続可能性を高めることで、
資産家の皆様、ひいては皆様に資⾦を預けた受益者にとっても⻑期的な収益機会となるものです。正に、受託者責任に基づく、
責任ある投資の⼀環と考えます。 21



インパクトコンソーシアムについて

 気候変動や少⼦高齢化等の社会・環境課題の重要性が増す中で、課題解決を図る事業等への⽀援は喫緊の課題と
なっている。特に、社会・環境的効果（「インパクト」）の創出を、経済・社会の成⻑・持続可能性の実現に結び付ける
好循環の実現が重要であり、産官学⾦等による幅広い連携が期待される。

 このため、インパクト実現を図る経済・⾦融の多様な取組みを⽀援し、インパクト投資を有⼒な投資⼿法・市場として確
⽴していく観点から、投資家・⾦融機関、企業、⾃治体等の幅広い関係者がフラットに議論し、国内外のネットワークとの
対話・発信を図る場として、「インパクトコンソーシアム」を設置する。

 運営については、官⺠連携の場として政府から支援を⾏いつつ、参加者の⾃主的な課題設定・議論を旨とし、投資指標や
事例、対話・⽀援⼿法等の産⾦間の実践上の知⾒・課題の収集・発信を中心としつつ、インパクト実現の取組支援につ
ながる幅広い事項に係る議論を⾏う。また、必要に応じ、政策発信を含む対外メッセージの発信等を検討していく。

インパクトコンソーシアム

メンバー相互の知⾒共有・協働

投資家
⾦融機関

⾃治体
支援機関等

上場企業・地域企業
・スタートアップ等

総会・運営委員会

分科会 分科会 分科会

事務局
官⺠連携

国内外の
ネットワーク

国内外の
ネットワーク

アドバイザリーパネル
国際動向を踏まえた⽅向性、対外
発信・連携のあり⽅等をアドバイス

政府

政策発信協働 対外発信

人的連携

分科会

関係省庁において連携
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当面の分科会構成について

① データ・指標分科会
国内外の先⾏研究等と連携しながら、事例の共有・分析等を⾏い、中⻑期的な課題解決・事業性実現等に有効なイ
ンパクト指標の設定のあり⽅、投資実施時のデータの収集・推計方法、社会課題を⽰すマクロデータのあり⽅など、デー
タ・指標の項目と着眼点、収集⽅法等について、議論を⾏う。中期的には、国際団体等と連携した投資実践に活⽤でき
るデータ等の整備を目指す。また、インパクト加重会計の取組みとの連携等を検討していく。

② 市場調査・形成分科会
日本のインパクト投資市場の概況を整理し、国際比較や本邦投資家・企業等の特徴も踏まえつつ、裾野拡⼤を図るべ
き市場やこのための課題等について議論する。例えば、上場前の⼜は上場を目指さない企業のインパクト評価、セカンダ
リー・上場等の出口、多⾓的な事業を営む上場企業へのインパクト評価、⻑期投資のあり⽅等について順次議論を⾏う。
その上で、それぞれの市場に適した・典型的な投資⼿法や類型等を他のネットワークと連携・橋渡しをしつつ議論・集
約・発信していくことを目指す。

③ 地域・実践分科会
地域において社会・環境課題への対応を通じた事業の展開・⾰新等に取り組む企業を念頭に、事業性の理解・評価に
際してインパクトを考慮する⼿法、企業特性に合わせた出資・融資・ベンチャーデット等を含むファイナンスのあり方、⽀援
⼿法等について、事例共有・ケーススタディ等を通じ議論を⾏う。中期的には、特に地域を念頭に、インパクトを踏まえた
事業性の理解と⽀援の実践的⼿法等を議論・集約・発信していくことを目指す。

④官⺠連携促進分科会
社会課題が多様化する中で、国や⾃治体等の⾏政組織が⺠間事業者と連携しその課題解決にあたる必要性が増して
いるところ、特にインパクトスタートアップと連携した社会課題解決の促進について議論する。具体的には、両者のマッチ
ングの場の提供とマッチング後の連携を深めるための座組の検討、事例創出等を目指す。
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（参考）「経済財政運営と改⾰の基本方針2023 」（抄）（令和５年６月16日閣議決定）

（インパクト投資の促進）
インパクト投資の促進等を通じ社会的起業家（インパクトスタートアップ）への⽀援を強化し、社会的起業家のエコシステムの整

備を図る。社会的起業家の認証制度を早期に創設し、認証企業に対し公共調達の優遇措置を導⼊する。⺠間で公的役割を担う新
たな法人形態について検討を進める。寄附性の高い資⾦を呼び込むため、公益法人の事業変更認定⼿続や公益信託の受託者要件
の⾒直しを⾏う。休眠預⾦等活用制度における出資の実現に向けた取組を進める。複数年度の案件形成支援や予算の戦略的活用
により、SIBを含む成果連動型⺠間委託契約⽅式（PFS）の一層の拡⼤を図る。インパクト投資の普及に向けた基本的指針を年
度内に策定し、インパクト指標や事例等を具体化するコンソーシアムの設置について必要な措置を講ずる。また、専門家派遣事業等
の検討、個人投資家とつなぐビークルの早期の枠組み整備などインパクト投資促進のための総合的な支援策を推進する。

第２章２.（３）スタートアップの推進と新たな産業構造への転換、インパクト投資の促進

（中堅・中小企業の活⼒向上）
地域経済を支える中堅・中小企業の活⼒を向上させ、良質な雇用の創出や経済の底上げを図る。このため、成⻑⼒のある中堅企業

の振興や売上高100億円以上の企業など中堅企業への成⻑を目指す中小企業の振興を⾏うため、予算・税制等により、集中支援を
⾏う。具体的には、Ｍ＆Ａや外需獲得、イノベーションの支援、伴走支援の体制整備等に取り組む。また、ＧＸ、ＤＸ、人⼿不⾜等の
事業環境変化への対応を後押ししつつ、切れ目のない継続的な中小企業等の事業再構築145・⽣産性向上の支援、円滑な事業承
継の支援や、新規に輸出に挑戦する１万者の支援146を⾏う。あわせて、地域の社会課題解決の担い⼿となり、インパクト投資等を
呼び込む中小企業（いわゆるゼブラ企業など）の創出と投資促進、地域での企業⽴地を促す⼯業用⽔等の産業インフラ整備や、
地域経済を牽引する中堅企業の人的投資等を通じた成⻑の促進に取り組む。

第２章５．地域・中小企業の活性化
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